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評価結果 
 

《総 論》 
 
・ 総合科学技術会議による競争的資金制度の評価に先立ち、各省及び配

分機関では、各々の持つ競争的研究資金制度に関する点検・評価を実
施した。総合科学技術会議は、各省及び配分機関での評価結果を聴取
し、各制度の目的及び投入資金に照らして、適切な配分がなされ、十
分な成果又はその他の効果（以下、「成果等」という。）が得られてい
るか等を検討した。 

 
・ 各省・機関で行われた評価では、制度ごとの特性を踏まえたさまざま

な手法がとられていた。一部に成果等の把握が不十分なものや、制度
発足後間もないことから、見るべき成果等が未だ把握できていないも
のも見られたが、追加的にヒアリングを行うこと等により、各制度に
ついて、有効な成果等が概ね認められ、あるいはその実現のための努
力がなされていることが確認できた。現時点で成果等が十分把握でき
なかったいくつかの制度については、今後の経過を注視していくこと
とした。 

 
・ 全般に、研究者の自由な発想に基づく基礎研究を取り扱う制度はもと

より、政策目的に応じた制度においても、競争的研究資金という制度
形態を活用することは、競争的環境の中で優れた発想を汲み上げ、有
効な成果を得ていく上で極めて有用と考えられる。 

 
・ 一方、制度ごとの問題点、あるいは制度をまたがる共通的な問題点も

多く認識された。競争的研究資金制度全般にかかる改革の方向は、「競
争的研究資金制度改革について（意見）」（平成１５年４月２１日、総
合科学技術会議）に示されている通りであるが、今回の制度ごとの評
価を通じて認識されたこれらの問題点については、評価結果の総論又
は各論の中で、要検討事項や改善点を指摘の上、今後、各省・機関等
で早急に検討・対応がなされるよう求めていくこととする。 

 
・ 上記の改革・改善を行うことを前提とした上で、今後我が国の科学技

術にかかる研究開発環境をより競争的にし、世界水準の優れた成果を
得て「科学技術創造立国」を実現していく上で、今回の評価対象とし
た７つの競争的研究資金制度及びその他を含めた我が国の競争的研究
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資金制度全体について、その拡充と、より戦略的かつ効率的な運用が
必要と認められた。 

 
 
 
１． 制度の目的に応じた資金配分の必要性 
 
・ 今回評価の対象とした制度の目的は、学術振興、産業振興、国民生活

の向上、政策支援等さまざまであった。これら制度における資金の配
分についてみると、各制度とも概ね制度目的に即した配分がなされて
いると認められた。 

 
・ しかし、今後一層制度目的に即した配分を徹底するためには、評価者

の選定や行政の関与等について、制度ごとに的確な対応が必要である。
一般に科学的研究に係わる競争的研究資金の配分においては、制度の
事務局主導ではなく、研究者の参加を求め、そのプレゼンスを一層高
めていく必要がある。 

 
・ 特に、研究者の自由な発想に基づく基礎研究では、優れた専門研究者

による評価（ピアレビュー）の重視が、また、政策目的に応じた制度
では分野ごとに研究者以外に産業界等の適切な関係者や行政の適切な
関与が必要であると考えられ、いずれの場合も透明性のある仕組みを
確保することが重要である。 

 
 
２． 効率的な資金配分単位と競争的環境の向上 
 
・ 多数の応募に対して多数の採択をするため配分が細分化されているも

の、資金の量が不足しているため１件当たり配分額が限定されている
もの等が見られ、これらが複数の資金ソースから多数の案件について
研究費を集め、研究開発を行うといった問題につながっているとも考
えられる。 

 
・ 資金の細分化を防ぎ研究者一人（あるいは研究グループ）当たり十分

な資金額を確保できるようにすること、データベース及びエフォート
管理の活用等を通じて同一人の研究費の過度の重複受領を防ぐこと等
により、採択課題ごとに責任を持った運営が行われ、目標とする高い
成果が得られるようにすべきである。 
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・ また、グループ研究が必要な場合にも、自ずから適切な規模がある筈

であり、過度に大きなグループは研究者の責任を希薄にする結果とな
ることに留意すべきである。 

 
 
３． 機動性及び国際水準の確保 
 
・ 世界のフロントランナーたりうるためには、世界の先端的な研究動向

を的確に把握しつつ、優れた研究開発成果を出すことによって研究開
発水準を世界のトップに引上げ、維持していく不断の努力が必要であ
る。 

 
・ 特に科学研究費補助金や戦略的創造研究推進事業の公募型など、基礎

研究で、分野や領域の設定が重要な役割を占める制度では、世界の潮
流や研究開発の進展動向、新たに提起される独創的な発想等に、機動
的に対応した分野や領域の選定が行われる必要がある。特に、応募件
数に応じた配分は、分野を固定し新しい領域の発展を阻害する可能性
がある。 

 
・ また、産業利用等特定の政策目標を掲げて実施される制度では、近年

一段と技術革新が加速し、経済社会環境がめまぐるしく変化する中で、
世界的競争を勝ち抜いていく必要があり、国内外の情勢と自らの研究
開発の進捗状況を踏まえ、毎年あるいは不定期に研究評価とこれによ
る計画の見直し（中止を含む）を行うなど、情勢に即応した対応ので
きる仕組みを整備しておく必要がある。 

 
・ さらに、上記のような取組みを的確に行うためには、審査あるいは評

価を行うに際して、常に国際水準に照らして行うとの意識と手法の導
入が重要である。このため、「競争的研究資金制度改革について（意見）」
（平成１５年４月２１日、総合科学技術会議）にあるように、プログ
ラムディレクター、プログラムオフィサーが設置され、分野や課題の
選択等において国際水準に照らした適時・的確な判断を行うなど、そ
の機能が積極的に活用されるようにするとともに、国内外の動向に関
する調査・分析機能の整備、評価手法の世界標準化努力や世界的評価
者・ピアレビューアーの活用等も積極的に行うべきである。 
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４． 制度間及び他のプロジェクト等との役割分担又は戦略的連携 
 
・ 競争的研究資金で現在手当てされている研究開発は、一般的には技術

開発のシーズが開発されるまでの段階のものが多い。このような基礎
的研究の推進の役割を、国が競争的研究資金制度によって果たすこと
には大きな意義があると考えられる。 

 
・ しかし、全般に、研究の成果があがった場合、それを次の研究費に結

びつける仕組みが必ずしも十分でなく、このことが折角実を結びつつ
ある研究を頓挫させたり、研究者に過度の不安を起こさせる結果とな
っている。 

 
・ また、各省・機関においては、その政策目標や研究開発ステージ等に

応じて、競争的研究資金制度のほか、公募による研究開発・実用化制
度やプロジェクト型研究開発制度など、さまざまな制度が運用されて
いる。このため、政策の種類や分野ごとに、競争的研究資金制度が最
も効果を発揮する場面を明確にし、そのような場面への競争的研究資
金の活用を積極的に進めるとともに、優れた成果をあげた研究を継続
する仕組みの整備や、他の各種制度との役割分担や戦略的な連携を進
めることが重要である。 

 
 
５． 成果・効果の説明責任及び社会還元 
 
・ 研究者の自由な発想を生かす基礎研究を扱うものであれ、政策目的に

応じた課題を扱うものであれ、国費を使う研究開発について、関係者
は世界レベルで優れた成果を創出して社会還元を図るといった不断の
改善努力を行い、それらの成果・効果を的確に把握・評価して、広く
国民にわかりやすく説明することが必須である。その際、常に制度の
目的に照らして質・量ともに十分な成果・効果が得られているかを検
証していくという意識を徹底することが必要である。 

 
・ 特に、基礎研究においてはその成果を得るのに長期を要したり、ある

いはその量的把握が困難である場合もあるが、国際的な視点で客観化
を試みたり、優れた事例を説明する等によって、具体的かつわかりや
すい説明を行い、国民の理解を得ていくことが重要である。 
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・ また、政策目的に応じた課題を取り扱う制度においては、結果指向と
結果責任の明確化という意識を徹底し、政策目的が達成され、又はそ
の達成が担保されていることを具体的に国民に明らかにしていくこと
が必要である。 

 
・ さらに、これらの研究開発の成果である基礎的な知や技術開発シーズ、

さらには人材等が、国民に対する知識の普及、他の研究開発・実用化
制度や民間における継続研究開発への円滑な受け渡し、特許等知的財
産権の有効な取得と維持管理等を通じて、的確に社会に還元されるた
めの仕組みを整備することが重要である。 

 
・ 加えて、研究開発の成果等及びその社会還元を検証あるいは担保し、

さらにそれを制度の改善に生かしていくことが重要であることから、
今後、制度ごとに研究開発の成果等に関する事後評価や追跡評価を実
施することと併せ、それらの結果を次の課題採択に活用すること、そ
れらと一体的に評価者の評価を適切に行うこと等を通じて、透明性・
有効性を常に改善していく必要がある。 

 
 
６． 競争的研究資金の資金量 
 
・ 今回の評価によって各省・機関の運営する代表的な競争的資金制度を

検討した結果、全般的に資金量が不足しており※（注）、真に競争的で活
力があり、今後諸外国に伍していけるような研究開発環境を作り出す
には、未だ至っていないことが感じられた。 

 
・ 今回具体的制度についてみた場合、１件当たりの配分金額が小さく研

究計画に見合った十分な資金が得られないといった状況や、採択率が
諸外国と比べて未だ相当程度低い水準にあるという状況、さらに極め
て有効な制度でありながら採択可能な領域・課題が限られており有望
な多数の芽を十分育て切れないといった状況が随所に見られている。 

 
・ したがって、今後競争的研究資金制度の改革と、効率的な運用を進め

ることと並行して、資金量の拡充に向けた取組みが必要と考えられる。 
 

（注）例えば、米国と比べると我が国の競争的研究資金量は１０分の１である。
我が国の GDP が米国の半分ということや、米国の競争的資金配分額の２～３
割が人件費であることを考慮しても、なお米国は我が国の４倍程度の競争的
研究資金を有していることになる。 
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７． その他 
 
・ なお、今回の評価検討を通じて、現在各省において競争的研究資金と

されているものの中には、基礎研究から政策目的を有するもの、行政
支援的なもの等、多様なものが含まれていることが明らかになった。
このため、今後、別途、適切な時期に競争的研究資金の定義の見直し
の必要性や性格分け、場面に応じた活用方策等について、[科学技術シ
ステム改革専門調査会の場で] 検討を行うべきである。 
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《各 論》 
 
A. 科学研究費補助金 
   －文部科学省、日本学術振興会－ 
 
 科学研究費補助金は、我が国の学術を振興するため、人文・社会科学
から自然科学までの幅広い分野で、独創的・先駆的な研究を発展させる
ことを目的とする研究資金制度であり、大学の研究者等が自発的に計画
する多様な学術研究のうちからピア･レビューにより研究テーマを採択
し、研究費を助成するものである。また、本制度は、目的・対象、申請
規模等により階層的にいくつかの研究種目を設定しており、「特別推進研
究」－国際的に高い評価を得ており、格段に優れた研究成果をもたらす
可能性のある研究 、「特定領域研究」－２１世紀の我が国の学術研究分
野の水準向上・強化につながる研究領域等を特定して機動的・効果的に
研究の推進を図るもの 、「基盤研究」－１人で行うか又は少人数の研究
者が共同して行う独創的・先駆的な研究 等の研究種目がある。 
 
 本制度の評価においては、まず課題採択や資金配分の状況について検
討を行った。平成１４年度は、新規の申請課題数は約８万５，０００件
と膨大であり、これらの申請に基づく採択率は２４．６％である。各分
野への資金の配分は、学問的要請や社会的要請を基に分野間調整を図る
「分野調整型」と、分野ごとの申請件数・申請金額に応じて配分する「試
算型」を組み合わせて行われているが、こういった仕組みが、世界の学
術動向や社会のニーズ等に対応し、新しい知や科学技術の創生に対して
十分機動的に機能しているのかを検討した。さらに、審査において、膨
大な申請案件から適切に審査・配分がなされているかについて検討した。
これらの結果、以下の１．及び２．に示す結論を得た。 
 
 また、研究成果やその他の効果について検討を行った。文部科学省に
よる評価では、制度内容の改善等に係る事項が主体となっており、成果
等に係る具体的なデータの提示が少なかったため、客観的・具体的な研
究成果等のデータを追加的に求め、検討を行った。その結果、以下の３．
に示す結論を得た。 
 
 
１．新しい知、科学技術の創生について  
 本制度の各分野への資金配分は、分野調整型と試算型を組み合わせて
行われている。 
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 資金の配分では、学術研究の継続性とともに多様性の維持・確保にも
配慮することが必要であり、分科細目の定期的な見直し、時限付分科細
目の設定等により、一定の努力が払われていることは評価できる。しか
し、時代を先取りする新しい知や科学技術の創生のためには、欧米にな
い日本独自の新たな学問分野の設定や、文理融合型研究等の、従来の学
問体系にとらわれない新しい研究分野の開拓も含め、現在の取組みを更
に積極的なものにしていく必要がある。具体的には、試算型研究（分野
毎の申請件数・申請金額に応じて当該分野の配分額を算出する研究）に
おける分野別配分額の構成が、我が国の実情に照らして適切かどうかの
検証や、諸外国との比較、また、試算型の補助金が現在の我が国の大学
の研究活動において果たしている役割の再検討を行うこと等が重要であ
る。なお、このような検討においては、基盤的研究や息の長い研究に対
する配慮も必要である。 
 
 また、最先端の内容を評価するために、審査員に外国人を起用したり、
分野毎に審査方式を変えて評価すること等を検討する必要がある。さら
に、新しい知や科学技術の創生のためには、より競争的な環境を作るこ
とが重要であることから、本制度についても、民間研究者を含めた幅広
い研究者が応募できるよう検討する必要がある。 
 
 
２．審査について  
 審査については、「基盤研究」等においては、研究者による２段階審査
により採択し、「特別推進研究」や「特定領域研究」等においては、研究
者による審査に加えてヒアリングを行って採択するという現在の方式の
考え方には問題はないが、細部において多くの課題が認められた。 
 
 新規・継続の申請件数（約１１万件）と審査員（約５，３００人）の
比率を見ると、課題採択の際の審査員１人当たりの審査件数は、毎年わ
ずかずつ減少しているとはいえ、現状でも１人当り約２０件であり、短
期間のうちに審査が行われている。このことから、現状においても、審
査員に過剰な負担がかかっていることが考えられ、また、今後、研究実
績よりも研究計画の内容を重視した審査に転換を図っていく上でも、大
きな障害となる可能性がある。本件は、申請件数が著しく多いために生
ずる問題とも考えられるが、その原因については、１件当りの配分額の
妥当性や申請書様式の妥当性を再検討するとともに、大学等における研
究費の実情、諸外国の実情等も併せて検討して、この制度運用の最適化
を図る等、適切な改善策を追求することが必要である。また、現状での
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対応策として、一旦簡単な申請書で予備審査を行った上で詳細な計画を
提出させて詳細な審査を行うという二段階審査の検討、審査体制（予算
も含め）の充実、審査の各年複数回実施、電子化、大学・配分機関等の
共通データベースの導入等の検討も必要と考えられる。 
 
 １件当りの配分額が小さく（平均約４００万円）、また採択率が低い 
（２４．６％）との問題については、予算の制約もあり、配分額と採択
率のどちらを重視するべきか、実情を調査した上での詳細な分析が必要
である。例えば、採択率については、研究レベルが全体的に高いので、
採択されるべきものが不採択となっているかどうかや、研究費が減額さ
れたために成果が得られなくなったかどうか、等の実情を調査・分析す
る必要がある。これらのためには、事前評価だけでなく、事後評価や追
跡評価を十分に行う必要がある。 
 
 審査員については、国際レベルの研究を推進するために、外国人を起
用したり、良い審査員の蓄積を図るために、若手の研究者にも経験を積
ませることや、審査員の研修を行うことも必要である。また、課題採否
の妥当性を分析して審査員の評価を行うことも必要である。さらに、審
査員のデータベースを充実し、配分機関として優れた審査員の蓄積や審
査制度全体の向上を図るべきである。 
 
 また、配分機関について、基盤研究等は日本学術振興会、特別推進研
究及び特定領域等は文部科学省が担当するという形で配分されているが、
本制度の規模や戦略的運用の必要性を考えると、独立した配分機関にそ
の配分機能を委ね、プログラム･ディレクターやプログラムオフィサーに
よるマネジメント体制を整備することを進めるべきである。 
 
 
３．成果等の評価について  
 今回の文部科学省における制度評価においては、「現在の我が国の大学
等における研究ポテンシャルは国際的に高く、ここ１０年以上にわたり
この高い学問水準を維持向上させていることは、科学研究費補助金によ
り得られた研究成果の累積の結果といえる。」と評価されているが、その
具体的根拠については明示されていない。そこで、成果事例等に係る具
体的なデータに関して追加的に聴取した。 
 
 本制度の成果等の客観的な指標としては、１９８１年から１９９８年
までにハイインパクト論文を発表した日本人３０名のうち２０名以上が
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本制度の支援を受けており、そのうち主要論文が確認できた１１名の研
究者のほとんどが、自ら主要論文として挙げている上位１０論文のほぼ
全てが、その論文の成果を本制度によるものであるとしている。 
 
 具体的には、ノーベル賞を受賞した野依教授の遷移金属錯体を用いる
新規合成反応、白川教授のポリアセチレンフィルムの半導体としての応
用に関する研究及び小柴教授のカミオカンデによるニュートリノの探索
研究等に助成している。また、半導体多層薄膜構造による光集積回路用
レーザの研究への助成、高性能ＧａＮ系青色ＬＥＤの試作研究への助成
及びヒトゲノムプログラムの推進に関する研究への助成等が主要な成果
の例であるとされている。 
 
 しかし、これらの研究者は本制度以外の研究費も受けており、どこま
でを本制度の成果とできるかは疑問である。また、こうした成果事例中
心の評価では、率直にいって巨額にのぼる本制度の成果を論ずるには全
く不十分であり、次のような観点からの評価等を今後積極的に行うべき
である。 
 
 国費を投入して行う研究開発にあっては、効果的・効率的な成果の創
出が必要であり、大学等における基礎研究を担う本制度においても、そ
の成果や社会への還元の状況を的確に把握・評価し、社会に対して説明
する責任は重大である。基礎研究という本制度の性格上、研究終了時点
での成果の把握や明確な評価が困難な場合もあるが、具体例や客観化等
を通じた分かり易い形で社会の理解を得る必要がある。基礎研究の成果
等の評価を十分に行うためには、長期的な視野に立って、論文や著書、
学会発表、特許、有形無形での産業界への知的移転、人材養成等を追跡
して多角的に十分に調査分析し、本制度の貢献分を明らかにすることが
必要である。今後とも、評価手法の整備・改善を行い、プログラムオフ
ィサーや調査分析機能等の体制整備に資源を投入し、厳正な評価を行う
等により、より効果的な制度への改革を目指すべきである。また、評価
結果のデータベース化を推進し、後日の提案の採否の判断と連携させ、
利用する方策を整備する等、効率的運用に努める必要がある。 
 
 本制度においては、配分機関における成果等に係る評価検討が十分に
行われたとは言えないにしても、我が国の学術分野の高い水準を下支え
してきたことは確かであり、例えば、我が国の論文発表数は世界第２位、
論文被引用回数は世界第４位となっている点においても、本制度の果た
した貢献は大きいと考えられる。しかし、現在の制度は本制度の総額が
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まだ少なかった時代と基本的に同じであり、抜本的な再検討が必要な時
期に来ている。今後とも、我が国の学術水準を維持向上させていくため
にも、投入資源の拡充を図っていく必要があるとともに、制度の運用実
態や内外情勢等に係る十分な調査分析の上、適切な制度改革を果断に実
施して、より国民にとって意義のある制度としていく必要がある。 
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B. 戦略的創造研究推進事業 

－科学技術振興事業団(文部科学省)－ 
 
戦略的創造研究推進事業は(以下「本制度」という。)、「国が定める戦

略目標の達成へ向けた基礎的研究を推進することにより、新技術の創製
に資する知的資産を形成する」ことを目的としている。それまでの創造
的科学技術推進事業（ERATO）、若手個人研究推進事業（さきがけ研究、
PRESTO）、戦略的基礎研究推進事業（CREST）等の先行事業(以下「旧制度」
という。)を平成１４年に再編して創設されたもので、文部科学省が定め
る戦略目標に基づき、科学技術の戦略的重点化に対応し、社会・経済ニ
ーズに応えて将来の社会還元を目指す、トップダウン型の基礎研究推進
事業である。研究領域を設定して研究者を公募して実施する「公募型」(旧
CREST 型、旧 PRESTO 型)と、有望な研究者を選抜して実施する「総括実施
型」(旧 ERATO 型)の２種類の事業がある。 
 
本制度の評価では、まず、課題採択や資金配分の状況について検討を

行った。平成１４年度予算は４４７億円、「公募型」の採択数及び採択率
は新規２９１件(１１．２％)、継続１７件(２１．５％)、統括実施型の
新規採択数は６件であった。１課題当たりの年間研究費は、「公募型」で
はチーム研究４千万～２億円、個人型研究１千万～２．５千万円、「総括
実施型」では３～４億円であった。本制度においては研究領域の選択と
研究総括者の選抜が非常に重要であることから、その方法について検討
した。また、このようなトップダウン型の手法は基礎研究振興を目的と
する競争的研究資金では独自のものであるが、その有効性や成果の社会
還元の状況について検討した。その結果、以下の１．、２．に示す結論を
得た。 
 
また、研究成果やその他の効果について検討を行った。配分機関にお

ける評価では、本制度が再編直後であるため、旧制度(前身の３つの事業)
について詳細な評価を行っている。この評価結果に基づき、制度の目的
や投入予算に照らして成果等が十分に得られているか等を検討し、以下
の３．に示す結論を得た。 
 
 
１．研究領域などの選択について 
本制度は、文部科学省の戦略目標に従って研究領域をトップダウン的

に決定するため、その方法及び過程の適切性が極めて重要と考えられる。
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「公募型」事業では、新技術審議会が戦略目標に基づき研究領域と研究
総括者を決定し、その後、当該領域で研究提案を公募、研究総括者が領
域アドバイザーの協力を得て課題を採択する。一方、「総括実施型」では、
戦略目標に従って研究者から推薦された研究総括者の候補を絞り込んだ
後、当該候補者から研究構想を募り、これを科学技術振興事業団新技術
審議会基礎研究部会で採択する。これまでの状況や実績に鑑みると、こ
の方式は概ね有効に機能してきたものと評価できる。 
 
しかしながら、優秀な研究者でも研究領域が一致しないために採択さ

れない場合が多く、また、研究領域及び領域総括者の選択過程の透明性
が低いことも相まって、一部の研究者に不満が強いことも事実である。
研究領域の設定や研究総括者の選抜は、新規領域・融合領域を含めた国
内外の研究動向を十分に調査するとともに、国内外のオピニオン・リー
ダーの意見を聴取する等、一層の改善を図りつつ、トップダウンの手法
を生かして、大胆かつ責任を持って行うことが求められる。また、決定
過程の情報公開等による透明性の確保に加え、その責任の明確化が重要
と考えられる。 
 
旧制度は、国の研究戦略の推進において、科学研究費補助金等で得ら

れた萌芽的成果を育て、大輪の花に発展させる役割を果たしてきたと評
価される。しかし、本制度が今後さらに発展するためには、学問の流れ
や研究環境の変化の中で、そのあり方について常に見直す必要性がある。
例えば、科学研究費補助金との関係において、双方の特徴を生かした連
携を強化したり、科学技術振興事業団の独立行政法人化に伴う柔軟な資
金運用、新設された研究開発戦略センターの調査企画機能により戦略的
な事業運営を行うこと等が期待される。 
 
 
２．トップダウンの手法の有効性と成果の社会還元について 
トップダウンによる選択手法は、戦略的な資金の重点投入を可能とし

ており、研究費の投入としては一般に効果的な方法と考えられる。実際、
３．で述べるように、旧制度は数多くの優れた成果を挙げてきている。
例えば、ノーベル賞を受賞した野依教授の不斉合成研究の事例では、科
学研究費補助金の助成等で成功した不斉水素化の研究の流れを、平成３
～８年に ERATO が支援し、不斉合成の分野が大きく発展した。画期的な
研究成果には、幅広い裾野と長期的な支援が必要であるが、その中で旧
制度については、優れた研究を加速する意義が認められる。 
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一方で、課題採択の的確性や支援規模の適切性を高めるために、その
選択や支援方法（資金、期間、タイミング等）の妥当性、成果や社会還
元の状況等について、不断の追跡調査と評価が必要である。更に有効性
（社会還元を含む）の実証の努力が望まれる。プログラム・オフィサー
の充実や評価に必要な経費の確保も重要な課題と考えられると同時に、
このような大型の研究費については、費用対効果の視点や研究費の無駄
使いがないか、さらには、配分機関として効率的な人員配置がなされて
いるかについても、検討することが大切である。 
 

 成果の社会還元を促進する観点からは、研究成果やライセンス可能な
特許情報について、研究成果展開総合データーベース(J-STORE)によりイ
ンターネットで公開するとともに、技術移転の専門家である研究成果実
用化促進委員を配置している。また、新技術フェアや説明会の開催や一
定条件下での優先実施権の設定など、成果の実用化に向けた取組みは、
概ね適切に行われている。なお、平成１４年度より、委託に係わる研究
成果に基づく特許権等は、原則委託先の研究機関帰属となっている。 
  
３．成果等の評価について 
今回の科学技術振興事業団における制度評価では、終了課題５３３件

の被採択者を対象としたアンケート調査、論文数・被引用度・特許数の
分析調査、被採択者の研究キャリア上の影響調査、一部研究課題の成果
や波及効果等の追跡調査等を行い、科学技術振興事業団の総合評価委員
会委員及び新技術審議会基礎研究部会委員の意見を求めた上で、科学技
術振興事業団においてとりまとめたものである。資金配分の適切性や研
究成果などについて、多様な観点から検討が行われており、概ね適切に
評価がなされている。今後の評価においては、アンケート対象者の不採
択となった者等への拡大や回収率の改善、費用対効果の分析の導入、外
部評価の一層の活用など、今回の経験を踏まえて改良してゆくことが望
まれる。 
 
本制度及び旧制度により実施された研究開発により平成１４年度得ら

れた成果としては、原著論文数は４,１０５報(国際誌３,４１９報)、特
許出願は８３３件（外国出願１６５件)である。また、論文被引用回数の
多い日本人研究者１９名のうち、当制度で研究を実施した研究者は１１
名である。しかしながら、旧制度での研究期間中に出願され、科学技術
振興事業団が権利を保有する特許に関しては研究成果の産業への適用を
示す技術ライセンス収入は年間３,０００万円程度であり、投入資金量に
比較してまだまだ十分とは言えない。 
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成果の具体的な事例としては、単相カーボンナノチューブの誕生、GaAs
による化合物半導体結晶を高精度でつくるための基盤技術の開発、生体
ナノマシン基礎技術の開発、ナノテクノロジーの物性評価技術、固体 NMR
量子コンピューター等、科学技術のシーズ創出と新しい潮流の形成に寄
与したり、梯子超伝導体の電子状態の解明、Ｘ線解析による分子励起構
造の解明、アポトーシスによるゲノム構造変化の分子機構、遷移金属を
利用した自己組織性精密分子システム、ナノチップテクノロジーの創製
とゲノム解析への応用、高温運転メタノール直接型燃料電池の開発、幹
細胞システムに基づく中枢神経系の発生・再生研究など、国際水準を凌
駕するような基礎的研究を推進し、知的資産の形成と新産業の創出を目
指す研究等、各研究事業で多彩なものがあげられる。 
 
旧制度の各研究事業は、概ね適切な成果が得られていると判断される。

しかしながら、現行のシステムでは公募分野が限られているが故に、将
来の新しい科学技術の芽を創る可能性を持つ優れた研究提案が予め排除
されている恐れもある。このため本制度の今後の運営においては、対象
研究領域の拡大と対象研究者数の増加を図ることが望ましい。 
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C. 厚生労働科学研究費補助金 

－厚生労働省－ 
 
厚生労働科学研究費補助金は、昭和２６年に創設された厚生科学研究

補助金制度が発展した制度で、「厚生労働科学研究の振興を促し、もって、
国民の保健医療、福祉、生活衛生、労働安全等に関し、行政施策の科学
的な推進を確保し、技術水準の向上を図ること」を目的としている。本
制度は、厚生労働省の科学技術関係経費のおよそ３分の１を占め、制度
資金の約１割に相当する指定研究を除き、広く公募を行う競争的研究資
金として運用されている。特定の政策目的を実現するための政策指向型の
研究制度であり、４分野で２０を超える研究事業のもと、予め課題を設定
して自由な研究開発手法を広く公募することに特色を持つ。 
 
 本制度の評価においては、まず、課題採択や資金配分の状況について
検討を行った。平成１４年度予算は４０７億円、４分野２５の研究事業
で約１，４００の研究開発が実施されていた。また、１研究課題あたりの
配分金額は約２,０００万円、新規採択率は２５％であった。本制度では極めて
政策指向性の強い研究開発を行っており、このようなものを競争的研究
資金制度として運用することについての問題点の有無を検討した。また、
厚生労働省の広範な研究開発を対象としていること、予め政策目的で研
究課題を設定していることから、適切な課題が適切な手順で設定されて
いるか否かを検討した。さらに、本制度は２０を超える研究事業を１６の担
当課が分担して運営しているが、この様な分散的な事業運営構造が適当か
否かを検討した。これらの内容及びその他課題採択や資金配分に関する議
論を行った結果、以下の１．、２．に示す結論を得た。 
 
 また、研究成果やその他の効果について検討を行った。既に厚生労働省に
おける今回の評価で、各事業における成果が詳細に整理・分析され、厚生科
学審議会で評価されていたため、この評価結果に基づき、制度の目的や投入
予算に照らして成果等が十分に得られているか等を検討した。その結果、以
下の３．に示す結論を得た。 
 
 
1. 対象とする研究開発について 
本制度は全体として極めて政策指向の強い研究開発を行っている。こ

のような性格上、政策的判断による資源配分もありうることから、制度の目
的や採択基準については、研究者に予め明確に提示することが重要と考えら
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れる。また、純粋な知的興味による研究者の自発的研究を支援する文部科学
省の科学研究費補助金のような競争的研究資金とは、その位置づけを明確
に区別して運営することが適当と考えられる。 
 
平成１４年度に実施された２５研究事業の約１,４００課題の研究内

容についてみると、科学技術的要素の強いもの、政策的要素の強いもの、
行政事業的要素が強いもの等多岐に亘っていた。これらの研究課題は性格
が大きく異なることから、課題をその性格により２－３種類に明確に整理して
資源の配分方針等を決めることが重要である。また、行政事業的要素が強い
一部の課題等は、経常的経費を確保して安定的に実施する方が効率的な
可能性もあり、このようなものを競争的資金制度の中で運用していくこ
との適切性等について、今後の検討が望まれる。 
 
研究課題の設定は、各研究事業の評価委員会等で当該分野の専門的・

学術的、社会的・行政的観点から研究課題候補を抽出し、委員会及び科
学技術調整官（プログラム・オフィサー）を中心とする関係課担当者等
で原案を作成し、厚生科学審議会科学技術部会で審議のうえ決定されて
おり、これらの手順は現段階では概ね適切であると判断される。 

 
課題の採択及び継続については、専門性と評価への積極的関与等を考

慮して選考された延べ約８００人の評価者で評価されているが、各評価
委員会には数名の官職指定の行政側委員が参加している。課題採択の透
明性を高める観点から、採択審議においては外部専門家の判断を基本と
するとともに、行政側委員の権限を明確に定義することが重要と考えら
れる。 
 

資金配分に関しては、１研究課題あたりの配分金額が約２,０００万円、新規
採択率が２５％と概ね妥当な水準にあったが、採択率が非常に低い研究事業
も見られ、これらのものについては改善が必要である。また、多くの研究が複
数の研究者で研究班を構成して広範な症例を収集する特徴を持つが、各研
究の分担研究者を把握し、データベース等により研究費の配分やエフォートを
適切に管理することが望まれる。間接経費は３,０００万円以上の研究に対して
２０％を上限に交付しているが、予算上の制限を考慮しつつ、交付を拡大する
ことが望まれる。 
 
 
2. 事業運営構造について 

本制度は２０を超える研究事業を厚生労働省の１６の担当課が分担してい
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る。これには、各種疾病をはじめ、福祉、食品や医薬品、生活衛生、労働衛生
等多岐に亘る厚生労働科学の特性上、各研究事業の担当課が複数に分か
れている背景がある。各研究事業を担当課が直接運営することは、政策目
的を的確かつ迅速に反映する利点も認められる一方で、制度全体の戦略
整合性や優先性に基づく資源配分が弱まる可能性、管理業務が分散する
ことで事務効率の低下や調整業務の増大を招く懸念も考えられる。 
 
予算要求については、厚生科学審議会科学技術部会の評価を受け、大臣

官房厚生科学課でとりまとめ調整されている。また、所管課のプログラム・オフ
ィサー（科学技術調整官）３２名及び事務官により、週１回科学技術調整官
会議を実施し、研究事業の調整、振興、評価関連業務を推進しており、このよ
うな中で、応募様式、締め切り、公募などの統一化も完了するなど、制度一体
の戦略展開や運営について、現在の事業運営構造の下では概ね適切な対応
が図られている。一方、一部の研究事業で研究費の交付が著しく遅れている
場合があり、今後の改善が求められる。 
 

また、各課個別の予算が固定化される懸念が拭えないこと、これ程細分化
した事業構造は外部から見て解りにくいこと、政策的要素の強い課題は比較
的定常的に実施する必要がある中で、機動的に配分可能な資金の現状が把
握しにくいこと等の問題点が指摘された。生命科学の国際競争が激化する中
で、科学技術的要素の強い課題については、特に戦略的・機動的に資金配分
する仕組みが必要である。これらの課題については、本省と切り離した独立
配分機関において、科学者を中心に資源配分を決定し、そこに所属するプロ
グラム・オフィサーにより運営することが効果的と考えられる。米国 NIH に類似
した独立した競争的研究資金の配分機関の創設が、今後の厚生労働科学研
究費補助金の発展のためには何よりも必要であると考えられる。  
 
 
3. 成果等の評価について 
今回の厚生労働省における制度評価は、統一様式で事業担当課が外部

評価委員の意見を聞き一次資料を作成し、これを厚生科学審議会科学技
術部会で審議して評価結論を得たものであり、資金配分の適切性や研究
成果等について概ね適切に評価されている。 
 
なお、本制度は広範な研究開発を対象としていることから、課題の特性に

応じて多様な評価指標が必要と考えられる。特に、政策的要素の強い研究課
題では、学術的な側面に加え、行政への貢献を明確にし、研究者が納得する
評価指標を導入することが重要である。また、政策的要素の強い研究課題の
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成果は、目標が明確に設定されれば比較的容易に評価できると思われるが、
制度としての成果が明らかになるまでには長期間を要するので、このための
調査分析機能を整備してゆくことが重要と考えられる。 
 
本制度の成果として、平成１４年終了課題を中心とする４９２課題において、

原著論文として総計１９,３８２件、口頭発表等総計２０,８５０件、国内・国際特
許取得数は４１１件であり、治療ガイドラインや行政基礎資料等の政策形成へ
の貢献は５８５件であった。これらの数値は事業毎に多寡があったが、分野単
位でみてその目的を反映した妥当なものと思われる。わが国は、薬理学、生
物学、微生物学、分子生物学・遺伝学等で分野別論文数占有率が高いが、本
制度が一定の貢献をしているものと判断される。 
 
成果の具体的事例としては、潰瘍性大腸炎や全身性ｴﾘﾃﾏﾄｰﾃﾞｽ等の難

病の多くで死亡率の飛躍的改善（特定疾患対策研究事業）、早期胃がんの内
視鏡切除における磁気鉗子の開発やがん細胞膜に高発現し悪性度と相関す
る新規膜糖蛋白「ディスアドヘリン」の同定（がん克服戦略研究事業）、予防接
種法の改正や感染症サーベイランスシステムの構築（新興・再興感染症研究
事業）、「災害時地域精神保健医療活動ガイドライン」の作成（厚生労働科学
特別研究事業）、牛海綿状脳症（BSE）の検知法の開発や化学物質摂取に関
する規格基準の設定（食品安全性確保研究事業）、骨・血管・皮膚・角膜等の
再生医療の臨床応用（ヒトゲノム・再生医療等研究事業）等、各研究事業で数
多くのものがあげられる。 
 
本制度の各研究事業は、それぞれの目的や投入予算に照らして、概ね適

切な成果が得られていると判断される。日本の医療水準は、WHOの国別保健
システム評価において、加盟 191 カ国のうち、平均寿命及び健康寿命、保健
システムランキングで第１位であるが、この上で本制度の果たした貢献も大
きいと考えられる。 

 
また、生命科学が急速に進展し、国際競争が激化する中で、今後とも欧米

に伍して生命科学を発展させることは容易ではない。より科学性の求められる
分野では、広く有能な研究者の参加を得て、効率的、機動的な研究の推進を
図るべきである。最先端科学の活用による疾病の予防と健康寿命の延伸、
国民の健康上の安心・安全の確保、医薬品・医療機器産業の国際競争力
確保等、本制度の役割は益々増加するものと考えられる。 
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D. 産業技術研究助成事業 

－新エネルギー・産業技術総合開発機構(経済産業省)－ 
 
 産業技術研究助成事業は、産業技術のシーズ発掘及び産業技術研究人
材の育成を図るために、大学、国立研究所、独立行政法人等に属する  
３５歳以下の研究者もしくは助手、講師、主任研究官といった若手研究
者又はそのチームから、研究開発テーマを公募し、ピアレビューによる
書面審査及び審査委員会による評価という２段階の外部評価により研究
テーマを選定し、研究者個人に助成金を交付する事業である。 
 
 本制度の評価においては、まず、課題採択や資金配分の状況について
検討を行った。公募分野は、新たな産業創出に資する産業技術分野とし
て、バイオテクノロジー分野、情報通信技術分野等の６分野と、省エネ
ルギーの推進や石油に代わるエネルギーの利用に資する技術分野として、
エネルギー・環境分野がある。助成費は、研究期間が３年間の場合は上
限４，０００万円で、間接経費として、この直接経費の３０％相当額を
助成し、優れた研究成果が得られ、かつ発展の見込まれる課題について
は、更に２年間研究開発期間を延長することが可能である。本補助金の
予算額は配分機関である新エネルギー・技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）
の予算の２．３％に過ぎないことから、予算額並びに他の制度との関係
を検討した。また、本制度が産業技術分野の研究開発の発展を目的とし
ていることから、特許等の取得が重要であり、これを支援する制度・運
営が適切に行われているかなどを検討した。これらの内容を議論した結
果、以下の１．及び２．に示す結論を得た。 
 
 また、研究成果やその他の効果について検討を行った。本制度につい
ては、平成１２年に開始した制度であり、採択課題の多くの研究期間が
３年になっていることから、成果等の評価を十分に行うことは困難であ
る。しかし、現時点での成果が示されており、それを基に検討した結果、
以下の３．に示す結論を得た。 
 
 
１．資金額並びに他の制度との関係について  
 経済産業省における主な研究開発制度は、①技術シーズの発掘、②産
業技術としての成立性の見極め、③実用化・実証支援に大別される。し
かし、技術シーズの発掘を担う本制度の予算規模は、経済産業省の科学
技術関係経費全体のわずか０．９％、配分機関であるＮＥＤＯの予算の
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２．３％に過ぎず、経済産業省で競争的研究資金制度に該当する制度は
本制度のみである。若手研究者を対象とし、技術シーズの発掘と人材の
育成を図るという本制度について、規模の拡大の要否を検討する必要が
ある。また、産業技術の開発においては、若手研究者に対する支援や個
人の自発的創造研究に対する支援だけでは不十分であることが多く、実
績のある研究者や企業等の組織的な共同研究開発への支援が不可欠な面
もあることから、このような研究を公開性、公平性をもって支援するよ
うな競争的な研究資金の導入の必要性について、経済産業省及びＮＥＤ
Ｏの持つ他の研究開発事業との関係にも留意しつつ、検討する必要があ
る。 
 
 
２．制度・運営について  
 本制度の成果の１つに特許の取得があるが、その出願費用等は研究費
で措置されることになっている。研究費から出願費用を支払うというこ
とは、特許を多く出願するほど研究費が少なくなり、また、研究費が少
額であるため国内特許だけ取得し国外特許は取得しないという問題を生
じかねない。実際の特許出願や特許権の維持は、研究開発期間以降とな
ることも多いため、研究期間及び研究終了後において、研究成果である
特許の取得・維持に関する支援や、出願見通しへの助言、特許の活用等
の支援制度を十分に整備することが必要である。 
 
 また、各課題の評価については、採択時の２段階の事前評価のほかに、
研究開始２年目の中間評価、研究期間終了後の事後評価及び研究期間終
了５年後の追跡調査を行うこととしている。終了後のフォローアップは
良いアイディアであり、その適切な運営に期待したい。 
 
 
３．成果等の評価について  
 本制度は、平成１２年に開始した制度であり、採択課題の多くは、研
究期間が３年（期間が２年の課題が一部あり）になっている。したがっ
て、成果等の評価を十分に行うことは困難である。したがって、今回の
経済産業省の評価においては、工業所有権の出願状況や外部発表の実績、
現時点での成果の具体例を評価している。 
 
 本助成事業の成果等の客観的な指標としては、創設年から平成１４年
度までの３年間に採択した３０３課題に対して、国外に６件、国内に  
８２件、計８８件の特許出願（平成１２年度に採択した１０５課題にお
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いては国外４件、国内５６件、計６０件）を行っている。論文投稿等に
ついては、合計３００件弱（平成１２年度採択課題においては２００件
弱）となっている。 
 
 成果の具体的事例としては、遺伝コードの拡張による部位特異的変異
動のための新技術、非線形光学結晶 GdYCOB の多機能化による新型・高性
能紫外光源の開発に関する研究、蛍光Ｘ線ホログラフィー装置の開発及
び電子材料への応用や天然ウイルス（HcV）を用いたヘテロカプサ赤潮防
除技術の開発等において、実用化のめどが立ち、関連企業と共同研究を
開始している。 
 
 本制度について、その目的や投入予算に照らして、適切な運営が行わ
れ、今後、成果が得られることを期待する。また、本制度は、平成１６
年度に外部評価を行うとしており、その際に、各課題の事後評価等を用
いて、成果等を含めた適切な制度評価を実施することが期待される。こ
れらについては、今後の経過を注視していくこととする。 
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E. 新技術・新分野創出のための基礎研究推進事業 

－生物系特定産業技術研究推進機構（農林水産省）－ 
 
 新技術・新分野創出のための基礎研究推進事業は、平成８年に設立さ
れ、生物の持つ様々な機能を高度に利用した新技術・新分野を創出する
ための基礎的・独創的な研究を通じて、農林水産物の高付加価値化や新
需要の開拓、農林水産業、食品産業等の生産性の飛躍的向上、地球規模
の食料・環境問題の解決等に資することを目的としている。平成１４年
度の予算は４０億円で、農林水産省の科学技術関係経費の約３％を占め、
基礎研究分野に重点を置いた競争的研究資金である。 
 
 本制度の評価においては、まず、課題採択や資金配分の状況について
検討を行った。本制度は、毎年新規課題として１０課題程度を採択し、
研究費は年間１億円程度を上限に３～５年の研究支援を行う、少数精鋭
の基礎研究としては比較的大型の研究資金である。まず、本制度は新技
術・新分野の創出を目的としていることから、同じ基礎研究の支援であ
っても、文部科学省の科学研究費補助金のように基礎研究の振興そのも
のを目的とする制度とは、異なる役割を担っていなければならない。こ
のような観点から、制度目的が適切に研究課題に反映されているか否か
検討した。また、少数精鋭の大型資金であるため、課題が一部機関に不
当に偏ることなく採択され、資金が適切に配分されることが特に重要と
考えられ、この点から課題採択と資金配分の適切性を検討した。これら
の検討の結論を以下の１．、２．に示す。 
 
 また、研究成果やその他の効果について検討を行った。今回、生物系特定
産業技術研究推進機構における制度評価では、自己評価により成果が評価
されていたため、この評価結果に基づき、制度の目的や投入予算に照らして
成果等が十分に得られているか等を検討した。その結果、以下の３．に示す
結論を得た。 
 
 
1. 制度目的の明確化について 
課題採択の過程を検討したところ、応募要領で新技術・新分野の創出

に向けて具体的な研究課題例を提示して基礎的研究を募集していること
に加え、応募の際の研究課題提案書に「農林水産業、食品産業等の産業
や社会・経済の発展に対し期待される具体的な波及効果」の記載を求め
るとともに、同項目を審査基準に取り入れた課題選考を行う等、制度目
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的を反映するために、概ね適切な仕組みが取られている。 
 
一方、実際に課題選考を行う評価者については、担当理事及び研究リ

ーダー（プログラム・オフィサー）が各分野の第一線研究者の意見を参
考に、外部専門家１０名程度からなる選考・評価委員を選考しているが、
これらの専門家は大学関係者に集中している傾向が認められる。これは
比較的少数の評価者に幅広い識見を求める結果として理解される面もあ
るが、新技術・新分野創出の可能性を見極める「目利き」を的確に行う
ためにも、産業界の評価者を増やしたり、評価データベース等による評
価者の評価を行う等、さらに改善することが求められる。 
 
実際の採択課題においては、過去７年間の１０３課題中４０課題が、

いわゆる基礎研究一般に用いられるモデル生物ではなく、イネやウシ等
の農作物や産業動物を直接の研究対象としており、制度の趣旨がほぼ適
切に踏まえられたものと考えられる。以上のことから、本制度の制度目
的は、ほぼ適切に反映されているものと判断される。 
 
なお、基礎研究においては研究者の創造性・独創性を尊重するという

観点から、政策目的で研究課題や研究手法を過度に規定することは望ま
しくないものの、その制度の位置付けを明確化するためにも、課題や目
標に一定の方向付けは必要であると考えられる。その際、不要な行政的
介入が行われていないことを保証するために、課題採択の過程を透明化
するとともに、ミッションを明確にして評価することが重要である。 
 
 
2. 課題採択と資金配分の状況について 
課題採択と資金配分の状況としては、制度発足以来７年間に１０３課

題が採択され、年平均７,０００万円が配分されている。課題当たりの参加
研究機関は平均２．３機関であるが、複数の研究機関が参加するグルー
プ研究は、研究推進上必要な場合に限って認められているともに、申請
段階で研究代表者・分担者のエフォート、及び研究実施体制について全
研究員の氏名を記載させる等、不要な研究費の分散を排除する仕組みが
概ね適切にとられている。採択課題あたりの研究者数はポスドクを含め
８．６人、一人当たり約１,０００万円の資金配分であり、有能な研究者に
相当な額の研究費を配分するという制度の性格が総体としては概ね的確
に反映されている。なお、近年５年間の被採択者の平均年齢は、一般型
４９．７歳、３９才以下を対象とした若手型３５．９歳であり、いわゆ
る大御所に偏って採択するという傾向は認められなかった。 
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 一方、新規採択率が約４～６％と非常に低いレベルで推移し、特に民
間等からの応募では過去７年間に応募１５８件中採択２件という状況で
あった。また、採択された課題は主要農林水産系研究機関や一部有力大
学へ集中している傾向が認められた。このことは、本制度のハードルが
非常に高いレベルにあり、結果としてこの分野において有力な研究機関
でないと採択される可能性が非常に低い状況を示唆している。有望な研
究に潤沢な研究費を配分する意義は認められるが、今後採択率を高める
必要があると考えられる。また、研究者の自由な発想を試みる基礎研究
という性格を踏まえると、より広い研究者を対象にもう少し小型の研究
資金を別途用意することも検討の価値があると考えられる。 
 
 なお、課題選考においては、他制度の助成の有無を確認するとともに、
選考した課題についてはプログラムオフィサー等により研究計画をチェ
ックして配分資金を決定し、さらに年度評価や中間評価で資金の使用状
況のチェックや資源配分を見直しており、概ね適切な資金配分の運用が
なされている。 
 
 
3. 成果等の評価について 
本制度は、これまで選考・評価委員会で制度運営について検討を行い、

若手研究者支援型の設置や選考方法の改善等、逐次適切に改善を行って
いる。一方、今回の制度評価は配分機関による自己評価であるが、今後
外部評価により客観性を高めて実施することが重要と考えられる。現在、
課題の事後評価において論文数等の数値指標と制度目的に照らした研究
成果の評価を実施しているが、これらの評価結果等も含め、日頃から成
果に関する情報を蓄積して制度評価を行う仕組みを整備することが望ま
れる。なお、中間評価や事後評価をホームページに掲載するとともに、
研究期間終了時に一般公開の成果発表会を実施するなど、国民へ向けた
説明は概ね適切に行われている。 
 
本制度の成果等の客観指標としては、発足以来７年間の累積原著論文

数が３,２３０報（国際誌２,６７９報）、既に終了した課題における１課
題当たり原著論文数は平均５３報であった。特許出願は１３７件（登録
２２件）、外国出願は１０件である。また、事後評価が確定した H１２～
１３年度終了課題４０課題で２９課題が「優れた研究」以上の評価を受
けている。研究者育成の観点からは、過去６年間に延べ８６７名のポス
ドクに研究の場を提供したことになる。 
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成果の具体的事例としては、世界で初めての体細胞クローン牛の作出、

世界で初めての絹の繊維化構造の解明、乾燥・塩ストレス耐性を発現さ
せる機能遺伝子群の分離、カンキツ類のガン予防効果の基礎的知見の蓄
積等、産業の振興や社会・経済の発展に直接つながる成果が得られてい
る。市場創出が期待される事例としても、抗アレルギー作用のあるお茶
や、血糖コントロール作用を持つペプチド含有米などが挙げられる。ま
た、イネの形質発現に関する遺伝子ネットワークの解明など、イネゲノ
ムや昆虫産業創出等のナショナル・プロジェクトの基盤となる成果も得
られている。 
 
 本制度はその目的や投入予算に照らして、概ね適切な成果が得られて
いると判断される。本制度への投入予算は、特殊法人改革における予算
の削減等の影響で、平成１４年度に大きく縮小しているが、その採択率
の低さ等にも鑑みると、少なくとも削減前以上へ投入資金を拡充するこ
とが望まれる。 
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F. 地球環境研究総合推進費 

－環境省－ 
 
地球環境研究総合推進費は、「地球環境問題が人類の生存基盤に深刻か

つ重大な影響を及ぼすことに鑑み、様々な分野における研究者の総力を
結集して学際的、省際的、国際的な観点から総合的に調査研究を推進し、
もって地球環境の保全に資する」ことを目的に、平成２年に設立された
競争的研究資金制度である。本制度は、地球環境保全に関する調整官庁
である環境省において、政府全体の状況を俯瞰した上で予算配分がなさ
れる「調整費」としての機能を有している。 
 
本制度の評価においては、まず、課題採択や資金配分の状況について

検討を行った。平成１５年度予算は２９．７億円であり、新規採択件数
は２９件、採択率は２３％であった。地球環境に関する研究が多くの府
省や研究機関にまたがり実施されている中で、この分野の調整官庁であ
る環境省が、現状で比較的少額の本制度にどのような役割を持たせるべ
きか、またその役割をどのように効果的に発揮させるか検討し、１．に
示す結論を得た。 
 
また、研究成果やその他の効果について検討を行った。環境省は本制

度を行政支援研究と位置づけている。このような研究が一般に学術成果
として認知され難い傾向がある中で、研究者のインセンティブをどのよ
うに高めて成果を充実していくのか、得られた成果をどのように効果的
に具体的政策に活用していくのか等を議論した。本制度のこれまでの成
果等については、配分機関による評価で様々な観点から各種指標を用い
て詳細に検討されており、これをもとに議論を行った。その結果、２．、
３．に示す結論を得た。 
 
 
１．地球環境研究全体における本制度の役割について 
地球環境に関する研究は、多くの府省や研究機関で実施され、その種

類もモニタリング、基礎的研究、対策技術、戦略策定等さまざまである。
これらの研究は、毎年度「地球環境保全に関する関係閣僚会議」で決定
される「地球環境保全調査研究等総合推進計画」に基づき推進されてい
る。このような中で、本制度は「調整費」として位置づけられているが、
温暖化分野など研究規模が大きい分野では、必ずしもその機能を十分に
発揮していない。例えば、比較的新しい地球環境研究分野においては、
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「調整」という役割よりも、「研究振興」や「基盤整備」として一定の
役割を果たしてきたものと考えられる。 
 
環境に関わる研究は幅広く、環境省がそのすべての分野で研究を展開

することは、その予算的規模から見ても不可能である。環境省が環境政
策を推進するための研究基盤を構築していく中で、本制度についても、
「我が国の地球環境研究全体をもれなくカバーする研究テーマが選択さ
れ、バランス良く研究が行われるよう目配りし調整し支援する」という、
地球環境保全施策における本来の総合的な役割を認識して運営する必要
がある。 
 
また、本制度は、競争的研究資金の位置づけから、研究者の自発的・

創造的研究が強調されるとともに、平成１３年度以降には、研究代表者
の応募資格が国立試験研究機関の研究者から機関の種別を問わないまで
に拡大されてきた。これにより、大学からの採択が平成１３年度の３課
題から平成１５年度の１２課題にまで増加し、研究資金の受け入れ先と
して大学の占める割合が大幅に増加するとともに、配分先が多様化して
いる。この様な急激な変化の中で、本制度が環境政策支援から乖離する
ことのないよう、目的に合致した課題採択と資金配分のあり方について、
改めて検討が望まれる。 
 
各省庁で行われる環境に関わる研究については、緊密な連絡・調整が

必要であるが、現状では必ずしも十分とは言えない。総合科学技術会議
が行う環境イニシャチブと、環境省の調整機能及び本研究資金の関係を
整理することで、より大きな成果を生み出すことが求められる。 
 
 
２．研究成果の充実と活用について 
政策支援効果の高い研究を一層推進していくためには、研究者の所属

する機関において、このようなタイプの研究成果が業績として認知され
ることが重要である。わが国の環境研究はようやく組織化が始まったと
ころであり、成果を論文数や引用数などの標準的な評価指数だけで測る
ことは好ましくなく、政策形成に役立つ研究成果を見極め、実際に政策
形成に反映させることが重要である。 
 
課題当たり年間研究費は５千万円程度であるが、研究課題当たりの研

究参画者数が平成１４年度で平均１５人と比較的多いため、一人当たり
研究費が３５０万円程度に留まり、決して十分とは言えない状況にある。
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グループ研究が必要な分野特性は認められるが、適切な研究協力者数に
ついては十分な審査が必要である。一方で、直接研究費が実質的に増加
しない中では、課題当たり研究費の増加は採択数の減少に直結し、ニー
ズの増大と多様化に対応できない状況を招く。成果の充実と活用の実を
上げるために、研究テーマの選定、研究費の配分、適切なチーム構成数
等について、根本的な検討が求められる。 
   
環境分野の研究は、人類が共有する危急の問題に協調して取り組む対

策的側面があり、国際競争よりも国際協調を重視して進める必要が認め
られる。本制度の大多数の研究課題は、国際共同研究計画（IGBP、WCRP、
IHDP 等）や地球温暖化に関する日米ハイレベル協議等の国際的な連携の
下で実施されている。この結果、グローバル・カーボン・プロジェクト
の国際オフィスがわが国に設置される成果も得られ、積極的な国際協力
体制との連携が図られていると判断される。今後、産官学を含む国内的
な研究協力体制の構築を目指していくことが求められる。 
 
 
３．成果等の評価について 
今回の環境省の評価は、研究者アンケート・インタビュー、研究分科

会委員への意見照会、過去の研究実績や成果等に関する実態調査等の結
果に基づき、地球環境研究企画委員会で審議し結論を得ている。成果等
については、①政策支援、②科学技術、③社会経済活動の変革及び一般
市民の取組みの推進 の側面から検討を行い、制度として①については
高い評価、②については一定の評価、③については未だ不十分と結論し
ている。また、制度の運営状況を網羅的に把握し、評価項目毎に問題点
と今後の改善方策を明示するとともに、評価報告書を記者発表し、その
概要を環境省の HP に掲載している。これらの評価結果及び開示方法は、
概ね適切であると判断される。 
  
なお、地球環境に関わる行政支援の研究は、短期間では成果を正確に

評価できないものが多い。また、発表論文数や引用件数などの標準的評
価指数だけでは不十分である。政策形成に役立った研究を研究者社会が
納得するような形で評価する手法の開発が必要である。また事後評価を
データベース化して、テーマ設定の妥当性をフォローアップしてゆく必
要性も考えられる。 
 
具体的な研究成果としては、衛星センサによるオゾン層変動観測手法

の確立や世界的気候モデルの開発、温室効果ガスの排出・吸収量の国際
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的な推計手法の改善や物質循環の分析手法の開発、温暖化による海面上
昇の影響、健康への影響の啓発等の事例があげられる。 
 
現状の投入予算規模では、地球環境政策を科学的側面から支援するた

めの研究を推進する上で、政策ニーズの増大と多様化に対応した、十分
な採択課題数及び１課題当たり研究費の確保が出来ていない。我が国の
地球環境施策を調整してその成果を高めるとともに、国際研究協力にお
いて応分の責任を果たすために、本制度の予算規模の拡充が望まれる。 
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G. 戦略的情報通信研究開発推進制度 

－総務省－ 
 

 戦略的情報通信研究開発推進制度は、平成14年度に創設され、情報通
信技術の研究開発力の向上、競争的な研究環境の形成による研究者のレ
ベルアップ、世界をリードする知的財産の創出等を目的とした競争的研
究資金である。総務省が設定した３つの重点的戦略目標に沿って、特に
重点的に取り組むべき研究領域を取り扱う「特定領域重点型」、若手研
究者の人材育成等を行う「研究主体育成型」、世界をリードする国際標
準獲得を目指す「国際技術獲得型」が設定され、独創性・新規性に富む
研究開発を推進するとともに、新規産業の創出や国際競争力の強化を図
ることとされている。 
 
本制度の評価においては、まず、課題採択や資金配分について検討を

行った。平成１４年度予算では、総額１３．５億円、新規採択数及び採
択率はそれぞれ４５件、１２．８％であり、基礎研究から応用、開発研
究まで幅広く配分されていた。本制度の対象とする情報通信分野は、技
術革新が著しく速く、また同様の研究開発を行い得る制度が他省にも存
在することもあり、本制度がどのような位置づけ、戦略の下で運営され
ているかを検討した。また、世界的競争の激しい本分野の特性に照らし
て、世界水準の成果を出して競争を勝ち抜いていくために、どのような
対応がなされているか等を検討した。この結果、以下の１．及び２．に
示す結論を得た。 
 
 また、研究成果やその他の効果について検討を行った。本制度は平成
１４年度から開始され、現段階では顕著な成果が得られていないことか
ら、総務省が行った平成１４年度の成果の評価等を中心に、今後十分な
成果が得られるかといった点を中心に検討した。その結果、３．に示す
結論を得た。 
 
１．本制度の位置づけと戦略的な資金配分について 
 
 情報通信分野の研究開発については、国では総務省及び経済産業省等
が関係し、また、総務省及び通信・放送機構（TAO）の中でも各種の資金
制度やプロジェクトが実施され、さらに民間が果たしている役割も大き
い。 
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そのような中で、総務省で運営される本制度は、政策との一体性や機
動性を重視しつつ推進することとされ、また、情報通信分野の特色を有
する競争的資金とすべく、本分野の幅広い技術や産業界のニーズに基づ
く技術、応用に近い技術も対象とするなど、大学向けが主体の文部科学
省の制度と差別化が図られている。さらに、公募テーマの選定に当たっ
ては、総務省の政策との一体性を確保しつつ、その時点で重点化すべき
研究開発分野等を考慮のうえ、プログラムオフィサーが責任を持って原
案を作成することとされている。 
 
 一方、平成１６年４月発足予定の情報通信研究機構（現 TAO）が行う
民間基盤技術研究促進制度は、収益性の見込める研究開発を支援するも
のであり、製品化やサービスに直結する実用化・実証段階への支援、い
わゆるデスバレー支援に対しても活用することとされ、総務省本省の競
争的研究資金制度とは明確な性格分けがなされている。 
 
 このように、本制度の位置づけはある程度整理されているが、実際の
採択課題の分布を見ると基礎、応用、開発の各段階の研究開発が全体と
してまんべんなく採択されており、重点６領域ごとにみると、基礎的な
課題が多いものや応用的な課題が多いものに分かれていた。 
 
このような実態は、ある意味では本省が政策的・機動的に運用するとい
う趣旨に沿ったものとも考えられるが、反面、本制度の性格をあいまい
にする危険をはらんでいると考えられることから、プログラムオフィサ
ー等により、国としての戦略性を持った運用がなされる必要がある。 
 
 
２．優れた成果につながる仕組みについて 
 
 本制度においては、総務省が行っている情報通信研究全般の進展状況
のレビューを参考に、各評価委員会が、研究開発が当初の予定通り進捗
しているか否か、また、引き続き研究開発を行うことが適当かどうかの
確認を、毎年の継続評価又は中間評価で行い、評価の結果を次年度以降
の資金配分に反映させることとなっている。 
 
 技術の進展が著しく速い情報通信分野において、状況に応じて素早く
軌道修正を行うことの出来るこのような仕組みは、国際情勢等に遅れる
ことなく優れた研究成果を出していくためには適切なものと考えられる。
ただし、研究開始初年度については、平成１４年度のように、研究の開
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始が９月頃で継続評価が１２月からということでは、初年度の研究開発
期間が短くなり継続評価の意味が薄くなることから、初年度の採択決定
時期を早めることが必要である。 
 
 また、本分野の研究開発は、最終的には実用化によって目的を達成す
る性格のものである。したがって、どのようなステージの研究開発であ
れ、研究終了後のフォローアップがきわめて重要である。追跡評価や産
業界等のこの分野に精通した者による評価等により、研究開発成果が着
実に社会還元され、制度の改善にも資するようにすべきである。特に、「国
際技術獲得型」の研究開発については、研究開発のみならず、成果が国
際的に受け入れられ、国際標準機関等によって選択されるための努力も
重要であり、追跡評価においては、標準化の成否についてその要因の分
析も的確に行っていく必要がある。 
 
 
３．成果等の評価について 
 
 本制度は、平成１４年度に開始され、まだ終了課題が出ていない。こ
のため、総務省による評価でも、平成１４年度採択課題における継続評
価結果を中心に検討がなされている。 
 
 本制度の成果等の客観的指標としては、平成１４年度の原著論文数  
２７３報、被引用論文数１２８件、特許出願は２２件、標準化提案数  
１９件等である。若手育成の観点からは、３５歳以下を対象とした研究
主体育成型研究開発(若手研究者向け)が、１１件採択されている。また、
今後成果が確実に出されるように、審査体制の整備や毎年の継続評価等
の着実な実施が図られている。 
 
 以上から、本制度については、現時点で成果等は十分把握できなかっ
たが、将来の成果を期待し、今後の経過を注視していくこととする。 
 


